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21 練企財第 200 号 

平成 21 年 8 月 25 日 

 各事業本部（部・室・局）長  様 

 

副 区 長  関 口 和 雄 

 

平成 22 年度予算編成に関する基本方針（依命通達） 

 

 区では現在、今後の区政運営の指針となる新基本構想と新基本構想に基づく長期計

画（平成 22 年度から平成 26 年度）の策定に、全庁をあげて取り組んでいるところで

ある。平成 22 年度は新基本構想の実現に向けた新たな区政経営の幕開けの年度とし

て、「長期計画」に掲げた施策事業を積極的に推進していくことが求められている。 

一方、我が国の経済情勢は、昨年下半期以降、世界的な金融危機と同時不況の影響

を受け急激に悪化した。このところ一部に持ち直しの動きがみられるといわれている

ものの、設備投資や雇用情勢などは未だ深刻な状況にある。加えて、アメリカをはじ

めとする海外諸国の景気動向や、金融資本市場の変動など、我が国の景気に大きな影

響を及ぼす要因が存在している。こうした経済情勢を踏まえると、引き続き区の基幹

的な歳入である財政調整交付金や特別区税の大幅な減収、また雇用情勢の悪化に伴う

扶助費の伸びなどが深刻化することが予想される。 

これまで区では、区民サービスの一層の向上をめざして積極的に行政改革を推進し、

職員数の削減や公債費の縮減など義務的経費を圧縮するとともに、財政調整基金をは

じめとする基金への積立を行うなど、財政基盤の強化に努めてきた。今後の財政運営

においては、これまでの取組を踏まえ、特別区税等の収納率の向上など歳入確保の取

組をさらに強化するとともに、基金の活用や後年度負担に配慮しつつ起債の増額等を

検討していかざるを得ない状況にある。 

 こうした厳しい状況の下で、持続可能な財政運営を前提として、長期計画事業はも
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とより、様々な行政課題に対応していくためには、真に必要なものを見極め、一方で

無駄を排除する選択と集中の姿勢が不可欠である。 

 そこで平成 22 年度予算編成にあたっては、 

（１）新基本構想に基づき長期計画に掲げた施策事業の推進を最重要課題とし、長期

計画の初年度として着実に事業を実施する予算となるよう、事業手法等を含め十

分に検討を行うこと。 

（２） 職員一人ひとりが限りある財源を最大限に活用するという視点を持ち、事業

の有効性・有用性を徹底的に検証するとともに、真に必要な経費を精査し、将来

に亘り健全な財政運営が図れるよう創意工夫すること。 

（３） 事業実施に必要な財源については、既存の特定財源のみにとらわれることな

く情報収集に努め、新たな財源確保に向けて事業の組立を見直すなど、方法の検

討や調整を積極的に行うこと。 

とする。 

 ついては、以上の方針を踏まえ、下記事項に留意し、平成 22 年度予算の編成に取

組まれたい。この旨、命により通達する。 

 

記 

 

１ 平成 22 年度は「中期実施計画（平成 20～22 年度）」の最終年度となるが、現在

策定中の新基本構想および「長期計画」の方向性も踏まえ、目標達成に向けて所要

経費を見積もるとともに、最大限、特定財源を確保すること。 

 

２ 新規事業については、原則として、策定中の「長期計画」事業を優先すること。 

 

３ 予算編成の根幹をなす歳入については、的確に把握し、厳正かつ積極的に確保を

図ること。特に、区税等の自主財源については、自立した財政運営の確立と負担の
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公平性確保の観点から、収納率向上と滞納額の縮減に徹底して努めること。 

 

４ 国庫・都支出金については、今後も整理合理化などの見直しが予想されるため、

国・都の予算編成の動向に注意し、漏らすことなくその確保に努めること。また、

見直しが行われた際は、原則として配分された一般財源の範囲で対応すること。 

  なお、予定していた国庫・都支出金が不交付になった場合は、事業の執行停止を

含めて見直しを検討すること。 

 

５ 施設の大規模改修については、すでに実施設計を完了している施設の工事を優先

とし、今後の事業量については現在見直しを進めている「改修改築計画」に留意し

適切に見積もること。 

 

６ 事務事業評価の結果、効果の上がっていない事業については、その理由を分析し、

むやみに継続することのないよう廃止も含めた将来の方向性について再検証し、そ

の結果を予算に反映すること。 

 

７ 事業本部等を越える横断的な事業予算の見積もりにあたっては、対象経費の積算

漏れがないように関係部署間の情報交換を徹底し、歳出の無駄を省き、歳入に遺漏

のないよう適切に見積もること。 

 

８ 事務費および施設の管理運営費や業務委託料等については、前例にとらわれるこ

となく事業の執行方法、管理運営方法および委託内容の抜本的な見直しを図り、経

費の削減に努めること。 

 

９ 執行残額が発生している事業については、事業の必要性・執行率・効果などを精

査したうえで予算を見積もること。 
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4 

10 職員定数については、職員削減計画に基づき、組織の効率化や事務事業の見直し、

内部事務の一部委託等により積極的に総定数の抑制・削減を行い、定数配置の一層

の適正化を図ること。特に新規事業に伴う新たな職員の配置については、既定事業

や組織の見直しにより事業本部等の中で対応すること。 



2 1 練企財第 2 0 1 号 

平成 21 年 8 月 25 日 

 

各事業本部（部・室・局）長 様 

企画部長  中 村 啓 一 

 

平成２２年度予算編成事務処理方針について 

 

 平成 22 年度予算編成にあたっては、平成 21 年 8 月 25 日付け「平成 22 年度予算編成に

関する基本方針（依命通達）」を踏まえ、下記の事項に留意して編成願います。 

 

記 

［１］枠配分方式について 

 １ 各事業本部等の自主性を高めた予算の編成・執行を進めるため、引き続き枠配分方

式による予算編成を行う。具体的には、5月に実施したＡ、Ｂ、Ｃ経費の基礎数値の算

出調査により決定したＡ経費に係る一般財源を各事業本部等に配分する。 

 

２ 枠配分額は、平成 22 年度財政フレームで見込まれる一般財源から、ＢＣ経費の財源

を留保した残りの額を原資とする。(下図を参照) 

         平成 22 年度一般財源の総額見込 

 

Ａ経費 Ｂ経費 Ｃ経費 

 

ここを各事業本部等へ配分 

               ・H21 年度当初予算の一般財源、枠配分残から算定した額。 

・人件費インセンティブ（旧制度）の加算減額は行わない。 

 なお、平成 22 年度の枠配分額については、現段階で見込まれる来年度の財政フ

レームを考慮し、前年度に引き続き基礎数値に対し５％のマイナスシーリングを行

う。 

  

 ３ 各事業本部等の配分額は別紙２のとおりである。Ａ経費については、この配分額の

範囲内において各事業本部等で編成し、査定書を提出すること。Ｂ経費およびＣ経費

については、別途見積書を作成し、提出すること。 

 

４ 編成にあたっては、事業部制ならびに枠配分方式の趣旨を踏まえ、事業本部内の施

策の優先度等を十分に考慮し、予算化すること。 

 

 ５ 予算の見積・査定にあたっては、前年度はもとよりそれ以前の決算状況にも留意し
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て、真に必要な経費に限るなど適切に行うこと。 

［２］歳出について 

１ 限られた財源を重点的・効果的に配分する観点から、全ての事業について、施策・

事務事業評価の結果を踏まえ、その意義、実績、費用対効果、実施体制等を精査点検

し、事業の存廃を含めた根本的な見直しを行うこと。特に、総合評価が「Ｂ」の事業

については、必ず見直しを行ったうえで適切に経費を見積もること。 

 

 ２ 各事業本部等に配分された一般財源は、平成 22 年度全体の歳入見込みに基づくもの

であるので、必ず配分枠内で編成すること。特に、国・都補助金の廃止・縮小が明ら

かな事業は、一般財源の増につながらないよう適切な見直しに努めるほか新たな歳入

の獲得等により財源を確保し、積極的に事業の新設や充実に努めること。 

 

 ３ 年度途中において予算の補正や流用を必要としないよう、所要額を十分に精査のう

え、見積もること。とりわけ最近の予算流用総額の増加を鑑み、前年度において流用

を行った経費については、必ず理由を確認し、実情に即して修正を行うなど、積算の

適正化を図ること。また、執行率が低かった経費については、必ず積算の見直しを行

い、経費の精査を行うこと。（執行率が 90％以下の経費については、原則として不用額

の 2分の 1以上を減額して見積もること。） 

 

 ４ 施設の改修改築経費については、すでに実施設計に着手している施設の工事費を最

優先とし、今後の改修等に向けた設計委託料等については、現在見直しを進めている

「区立施設改修改築計画」に留意するとともに、事前に施設管理課等と十分に協議し

たうえで、必要な経費を精査し見積もること。 

 

 ５ ２か年以上にわたる支出負担行為を要する事業については、全体経費および執行計

画を精査のうえ、債務負担行為を併せて見積もること。 

  

 ６ 指定管理者制度適用施設の経費については、「指定管理者制度の適用に係る基本方

針」運用細目（平成 19 年 3 月 30 日付 18 練企企第 1030 号）に基づき適切に見積もる

こと。 

 

７ 情報システム関連経費については、「平成 22 年度情報企画審査に係る情報化企画書

の提出について」（平成 21 年 6月 19 日付練企情第 359 号）を踏まえ、適切に見積もる

こと。なお、予算化に当たっては、事前に情報化企画審査の可決定を受けていること

が前提となるので、注意すること。 

 

［３］歳入について 

 １ 歳入予算の見積りにあたっては、区民の暮らしを支えるサービスを担う財源を確保

する観点から、年度内に見込みうる額を細大漏らさず算定するとともに、未収金の縮

減や収納率の向上に最大限努めること。 
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 ２ 国および都の補助負担金制度（交付金含む）については、より一層積極的な活用を

図り、財源の確保に努める一方、制度の変更、整理統合、補助率の見直しの動向に留

意して見積もること 

 

 ３ 使用料および手数料については、実績を考慮し、漏れのないように見積もること。

また、国や都との関係において、改定が予定されているものについては、改定後の金

額に基づいて見積りを行うこと。 

 

 ４ 適切な受益者負担の導入や、印刷物の有償頒布の拡大等、新たな収入の確保につい

て検討し、その歳入を見積もること。 

 

［４］留意事項 

 １ 経費は、Ａ経費、Ｂ経費およびＣ経費に区分して見積もること。具体的事項で経費

の区分に疑義のある場合は、財政課と事前調整を行うこと。なお、職員人件費につい

ては、「平成 21 年度給与改定についての特別区人事委員会勧告」がまだ出されていな

いことなどから、追って通知する。準職員人件費も同様とする。 

 

２ 「長期計画」事業については、別途、基本構想担当課から送付される通知を参照の

うえ再度、事業量・事業費を精査すること。また、見積もりに際しては、既に基本構

想担当課に提出した「長期計画事業調書」に基づき経費を見積もり、事業調書の予定

経費等に変更が生じる場合は、別に事業調書を修正し、基本構想担当課へ提出するこ

と。なお、事業調書の修正は 23 年度、24 年度に係る経費を含め全般について行うこと。 

 

３ 国の緊急雇用創出事業については、すでに企画課に提出した「事業実施計画書」に

基づき経費を見積もること。なお、見積もりに際して事業実施計画書の予定経費に変

更が生じる場合は、別に事業実施計画書を修正し、企画課に提出するとともに財政課

にも一部提出すること。歳出に係る経費はＣ経費とする。なお、歳入の見積もりは企

画課により一括計上を行う。 

 

４ 「地上デジタル放送」移行に伴う、区立施設の受信対策および区立施設を原因とす

る電波障害対策については、別途通知する取扱い方針により、各施設所管ごとに所要

の経費を見積もること。いずれもＣ経費とする。（Ａ経費での予算計上は不可とする。） 

 

５ 人件費インセンティブ経費については、「枠配分予算制度における各種インセンティ

ブ制度の見直しについて」（平成 20 年 6 月 16 日付 20 練企財第 138 号）に基づきＣ経

費として見積もること。見積りに当たっては予算見積書（1）の「根拠法令及び事業内

容」欄に「人件費インセンティブ関連」と記載すること。あわせて、人件費インセン

ティブ予算見積資料を作成すること。 

なお、この経費については、事業本部等の案がまとまり次第、随時、財政課と協議



すること。 

 

 ６ 予算編成システムへの入力については、別紙５「予算編成システム入力方法」を参 

照のうえ入力し、疑義のある場合は財政課に問い合せること。なお、Ａ経費の見積書

に「平成 21 年度 事務事業評価表」の総合評価を入力すること。 

 

 ７ 新規事業または既定事業における新規項目については、その概要を簡潔明瞭に説明

した資料を作成して査定書または見積書に添付すること。その他、事業内容や積算根

拠等について補足説明が必要な場合も、同様に説明資料を添付すること。 

 

 ８ Ａ経費査定書およびＢ、Ｃ経費見積書は各事業本部等でとりまとめ、目単位ごとに

一連番号を付して提出すること。なお、事業が複数の課にまたがる場合は、総括表を

出力し、事業の最初に添付すること。 

 

 ９ 編成にあたっては、別紙１～５の説明資料を参照すること。 

   なお、各種様式はグループウェア部門フォルダに掲載のものを利用のこと。 

 

    別紙１ 平成 22 年度予算編成における経費区分について 

    別紙２ 平成 22 年度一般財源各事業本部等配分額 

別紙３ 平成 22 年度節別留意事項および見積り・積算基準について 

    別紙４ 様式および提出書類 

    別紙５ 予算編成システム入力方法 

 

［５］提出期限および提出部数 

 １ Ａ経費       平成 21 年 10 月 16 日（金）  

    予算査定書                            ２部 

    平成 22 年度 当初予算Ａ経費編成報告書              １部 

２ Ｂ経費、Ｃ経費   平成 21 年 10 月 23 日（金） 

   予算見積書                           ３部 

   平成 22 年度 Ｃ経費予算要求説明資料（個表）           ２部 

   関連資料                           各２部 

     ・人件費インセンティブ予算見積資料 

・施設改修関係事業一覧 

・緊急雇用事業実施計画書 

３ 職員人件費見積書  平成 21 年 11 月 12 日（木） 

   予算見積書                            １部 

 8



平成22年度当初予算編成予定表

年 月 日 編　　成　　内　　容　　等

21 8 24 月 庁議・編成方針決定

8 25 火 各事業本部等庶務担当課長会・係長会

8 26 水 予算事務説明会

10 中旬 職員人件費見積り依頼（見積書提出期限　11月12日）

10 16 金 Ａ経費査定書　財政課提出期限【厳守】

10 23 金 Ｂ経費、Ｃ経費見積書　財政課提出期限【厳守】

11 12 木 職員人件費見積書提出期限【厳守】

11 下旬～ 政策経営会議（区長査定）

12 上旬 Ａ経費内報

12 中旬 Ｂ、Ｃ経費内報、予算最終調整

12 下旬 予算案内部決定

22 1 下旬 庁議・予算案決定、予算案議会内示会、プレス発表

2 中旬 平成22年第1回練馬区議会定例会

3 中旬 予算案議決

各事業本部等において、見積書作成・ヒアリング・査定

および調整など。

※財務会計システムの要求／査定の切り替えは、

財政課によるＡ経費ヒアリング

財政課によるＢ、Ｃ経費ヒアリング
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平成２２年度予算編成における経費区分について 

 

経費区分（平成 2２年度予算編成） 

Ａ経費（枠内経費） 

 B 経費、C 経費以外の経費 

 

B 経費（枠外経費） 

１ 義務的経費 

(1) 人件費 

諸手当、共済費を含む。 

○ 一般職 教育長、職員（再任用含む）、準職員 

○ 特別職 

・ 長等（区長、副区長、常勤の監査委員） 

・ 議員 

・ 行政委員会委員等（教育委員会、選挙管理委員会、監査委員（常勤除く）

・ 再雇用 

(2) 公債費 

 元利償還金のほか、手数料を含む 

(3) 扶助費 

  20 節（扶助費）のうち、国庫支出金または都支出金があるもの 

 

２ 固定的経費 

 各部の裁量では如何ともしがたく、節減、改善等の工夫の余地がない経費。債務

負担行為、義務的分担金負担金 

 

(1) 債務負担行為 

  債務負担行為として、予算措置済みの事業費。 

 

(2) 義務的分担金負担金 

 特別区人事・厚生事務組合、東京 23 区清掃一部事務組合、東京都職員共済組

合・議員共済組合への分担金負担金など 1,000 万円以上の事業 

 

３ 隔年に支出せざるを得ない経費 

 選挙執行費、「わたしの便利帳」作成費など、一件 500 万円以上の事業 

 

 

４ 特別会計および繰出金 

 特別会計および特別会計へ繰出す繰出金。ただし、公共駐車場会計および公共駐

車場会計繰出金を除く。 

 

 

 

別紙１ 
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Ｃ経費（政策的・枠外経費） 

１ 「長期計画」事業 

  現在策定中の「長期計画（平成 22～26 年度）」における計画事業に基づく経費。

ただし、債務負担行為をとっているものはＢ経費の債務負担行為の対象とする。

 

２ 政策的な経費 

(1) 重要な新規・レベルアップ事業 

・補助事業にかかる経費。 

 ・電算システム開発にあっては、経費（機器類を含む）が 500 万円を超える  

ものとする。 

 

(2) 区長の意向のもとに区の施策として支出する経費 

  

※ただし、2１年度に政策的経費として予算化されたもののうち、2２年度以

降経常的になるものは、Ａ経費またはＢ経費とする。 

 

３ 人件費インセンティブに係る経費 

 定数削減による財政効果を活用して、当該事業に関連する新規・充実施策を実施

 すべきとして立案した経費 

 

４ 一定規模以上の施設改修 

 一件 500 万円以上の施設改修（長期計画事業以外）。公園改修、道路（交通安

全施設）、自転車駐車場含む。 

 

５ 積立金 

 

６ 諸支出金 

 

 



　

平成２２年度一般財源各事業本部等配分額

（単位：千円）

№ 事業本部等
配 分 額

（ Ａ 経 費 ）

1 議会事務局 175,856

2 区長室 184,035

3 企画部 148,039

4 危機管理室 208,948

5 総務部 1,793,215

6 会計管理室 68,651

7 選挙管理委員会 6,106

8 監査事務局 4,553

9 区民生活事業本部 1,588,266

10 健康福祉事業本部 10,099,854

11 環境まちづくり事業本部 4,668,575

12 教育委員会 12,573,730

合　　　計 31,519,828



○歳入科目の広告料（節コード0745）、光熱水費等負担金(節コード0776）については、それぞれ適切に計上してください。

  特に、光熱水費等負担金(節コード0776）は雑入（節コード0360）と混同しないよう注意してください。　　

○消費税については内税表示とし、消費税分の重複積算、もしくは積算漏れのないよう、作成の際に注意してください。

○財務会計システムの入力にあたっては、別紙5「予算編成システム入力方法」をあわせて参照してください。

見　　　積　　　り　　　・　　　積　　　算　　　基　　　準

1 報 酬 ・条例の定めるところにより、計上すること。

・審議会等の委員報酬については、開催日数や出席率を精査して所要額を計上すること。

・社会保険料等については、別表ア「社会保険料等の積算基準」により積算すること。

　なお、社会保険の加入の条件を満たす職員は、社会保険に加入することが義務づけられているため、

　歳入・歳出とも漏れのないように計上すること。

・臨時職員の社会保険料とそれ以外の社会保険料は、別々に計上すること。臨時職員の社会保険料は

  【臨時職員・社会保険料（０４０１０４）】に、それ以外は【その他・社会保険料（０４０１０３）】に入力すること。

2 給 料 ・「平成２１年度給与改定についての特別区人事委員会勧告」が出されていないことなどから、別途通知

3 職 員 手 当 等   する。

4 共 済 費 ・財務会計システムへの入力は、Ｂ経費として取り扱うこと。

7 賃 金 ・別表イ「賃金積算基準」により積算すること。また、そこに掲げた職種については、従来の雇用形態に

  とらわれず、勤務形態等の見直しを図ること。

　※産休や育休代替の臨時職員賃金については、職員課での一括計上となるため、必要がある場合

　　には、職員課と協議すること。

　　　　　　　　　　＜社会保険料＞

・社会保険料等については、別表ア「社会保険料等の積算基準」により積算すること。

　なお、社会保険の加入の条件を満たす職員は、社会保険に加入することが義務づけられているため、

　歳入・歳出とも漏れのないように計上すること。

・特に雇用保険については、21年度から臨時職員の加入要件が変更されているので、別途職員課から

　送付される通知に留意すること。

・臨時職員の社会保険料とそれ以外の社会保険料は、別々に計上すること。臨時職員の社会保険料は

  【臨時職員・社会保険料（０４０１０４）】に、それ以外は【その他・社会保険料（０４０１０３）】に入力すること。

8 報 償 費 ・各種委員会等の委員謝礼については、単価の設定や開催日数について精査して所要額を計上すること。

・別表ウ「講演等の積算基準」および別表エ「事業・行事等の積算基準」を参考に積算すること。

・講座、講演および各種教室等の事業においては、その事業目的や内容、効果を再度十分に精査し、

　事業の廃止や類似事業の統合、内部講師やボランティア講師の活用などを図ること。

・内部講師（区職員）に対しての謝礼支払は、行わないこと。

　※練馬区立の小・中教諭に対して謝礼の支出をする場合には、給与の減額規程に留意すること。

9 旅 費 ・近接地内旅費および近接地外旅費については、以下の算出式を参考に積算すること。

　　　　　近接地内旅費　　「平成２１年度における月平均実績額」 × 「月数」 × 「人数」

　　　　　近接地外旅費　　平成２１年度における実績額を勘案して適正に積算すること。

平成２2年度　節別留意事項および見積り・積算基準について

節および名称

平成２2年度当初予算編成にあたっては、以下をよく読んで、作成してください。

別紙3
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見　　　積　　　り　　　・　　　積　　　算　　　基　　　準

9 旅 費 （ つ づ き ） ・臨時職員の旅費については、臨時職員取扱要綱に基づき特別旅費で積算すること。

11 需 用 費 ・過去３か年の使用実績（使用量）を参考にして、適正に積算すること。財務会計システムには、過去3か

（ 光 熱 水 費 ） 　年の使用量を必ず表示すること。

・「練馬区環境方針および環境マネジメントシステム」の趣旨を踏まえ、使用量の削減に努めること。

・電気料金については、契約電力の変更も含めて、見直しを図ること。

・燃料については、つぎの単価を用いて積算すること。

　　　　　ガソリン（レギュラー）　　＠140円／ℓ　　　　　　軽油　＠115円／ℓ　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　いずれも消費税込み　　

11 需 用 費 ・食糧費は、目的、必要性および対象者を精査して、公費で負担することが真にやむを得ない場合に

（ 食 糧 費 ） 　ついてのみ適正に積算すること。

・食糧費を伴う事業を行うにあたっては、参加者の実費負担も含めて検討すること。

11 需 用 費

（ 一 般 需 用 費 ）

　　　　　　　　　　＜消耗品など＞

・事務用消耗品については、原則として対前年度予算比　10％以上の減で見積もること。

・環境マネジネントシステムを運用する趣旨を踏まえ、物品の購入にあたっては、グリーン購入の推進を図る

　こと。

・名入り封筒については、各所管が計上するのではなく、会計管理室の事前調査による一括計上とすること。

　　　　　　　　　　＜印刷費＞

・印刷物については極力内部印刷とするとともに、部数についても配布基準を再検討し、必要 小限の

　経費を積算すること。また、再生紙の利用を積極的に図ること。

　なお、主として庁内向けの印刷物については、庁内LANの「ファイル」や「掲示」機能を活用するなど、

　できるだけ紙を使用しない工夫をすること。

・広報印刷部数（全戸配布）は２５２，０００部とすること。

　　　　　　　　　　＜プリンター＞

　情報政策課が各課および施設に配置したレーザープリンター（IPSIO　SP6120）のトナーとカラープリン

　ター（IPSIO GX5000）のインクについては、各所管が予算計上するのではなく、情報政策課の一括予

　算計上とする。

　　　　　　　　　　＜修繕＞

・システムへの入力にあたっては、物品の修繕は【一般需用費（１１０４０１）】、修繕料のうち単位費用分は

　【単位費用（１１０４０２）】、その他１件１０万円以下の修繕は【維持補修費（１１０４０３）】に、それぞれ計上

　すること。（１件１０万円を超えるものについては、15工事請負費の＜維持補修工事＞を参照のこと。）

節および名称
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見　　　積　　　り　　　・　　　積　　　算　　　基　　　準

12 役 務 費

　　　　　　　　　　＜人的サービス等＞

・原則として、前年度契約額を超えないよう、仕様を見直すなど工夫して積算すること。

・清掃については、平成２１年度の契約額を併記すること。

・シルバー人材センターおよび障害者事業所と契約予定のものについては、その旨を記載すること。

　なお、前者の場合には前年度と同様、単価×１．０７（消費税および事務費分を含む）により積算すること。

　　　　　　　　　　＜郵券＞

・市内特別郵便の適用を受けられるものについては、別表オ「郵券（市内特別郵便）の積算基準」により

  積算すること。

・郵送による申請は、本人負担を原則とする。

　　　　　　　　　　＜電話料等＞

・過去３年間の実績を基礎として積算すること。

・電話の増設、移設および配線にかかる経費（電話架設料）は、本節に計上すること。

　　　　　　　　　　＜広報折込料＞

・折込部数は、２３１，０００部とすること。

　　　　　　　　　　＜保険＞

・賠償責任保険については、日本スポーツ振興センターおよび特別区自治体賠償責任保険制度の保険

  で補うことができない部分についてのみ計上すること。

・庁有自動車にかかる任意保険については、示談交渉付きとする。

　　　　　　　　　　＜自動車保険料＞

・別表カ「車両維持管理費の積算基準」を参考にして積算すること。

　　　　　　　　　　＜事業系ごみ＞

・有料シールは、一般事務費に一括計上すること。

・事業系有料ごみ処理券および粗大ごみ収集の取り扱いについては、「平成20年度予算編成における廃

　棄物処理関係経費の積算について」（平成19年8月22日付、19練環清第552号）に基づき積算すること。

　　　　　　　　　　＜ＮＨＫ放送受信料＞

・区が所有する受信機に係る受信料については、総務部総務課で一括して予算化するので、

　所管課において計上しないこと。

13 委 託 料 ・原則として、前年度契約額を超えないよう、仕様を見直すなど工夫して積算すること。

・調査委託については、区内部で調査できない項目のみの発注を原則とすること。

・保守点検、警備、検診等委託については、平成２１年度契約額を併記すること。

・機器等の保守点検については、回数および根拠法令を記入すること。任意に実施する場合には、理由

　を明記すること。

・シルバー人材センターと契約予定のものについては、その旨を記載するとともに、

　見積もりに当たっては、前年度と同様、単価×１．０７（消費税分と事務費分を含む）により積算すること。

節および名称
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見　　　積　　　り　　　・　　　積　　　算　　　基　　　準

14 ・リース期間の満了を迎えるものについては、特段に事情がない限り更新せず、リース期間の延長として

　積算すること。

・車両をリースする場合は、「八都県市指定低公害車」とすること。また、予算見積り時およびリース時に、

　車両導入調査書（兼低公害車等導入調査票）を環境政策課に提出し、協議すること。

・区が主催（共催）事業で練馬文化センターおよび大泉学園ホールを利用するときは、施設使用料を積算

　すること。

15 工 事 請 負 費

　　　　　　　　　　＜個別工事＞

・個別工事については、必要性および緊急性の高いものから優先順位をつけて計上すること。

・施設の外観、内装、設備などのグレードは、設計段階から機能本位としたもので積算すること。

・１件１，０００万円を超える工事については【普通建設（１５０１０９）】に計上すること。

　　　　　　　　　　＜維持補修工事＞

・真に必要な項目のみに限定し、対前年度予算比で１０％以上の減となるよう見積もること。

・施設の維持補修費については、別表キ「施設維持補修費の積算基準」を参考に積算すること。

・単位費用分は【単位費用（１５０１０２）】、その他の１件１０万円を超える維持補修工事は【維持補修費

　（１５０１０３）】に計上すること。(１件１０万円以下のものについては、11需用費の＜修繕＞を参照の

　こと。）

16 原 材 料 費 ・本節には、工事用、生産用、改造用、庁舎等維持管理用、職業訓練用（応用実習に限る）の原料

  および材料として必要なセメント鋼材、砂利、木材、Ｐタイル、境界石、Ｌ型溝、道路反射鏡、その

  アーム等を計上するが、その種類は限定的に解すること。

17 公有財 産購 入費 ・経理用地課または特定道路課と事前に協議のうえ、積算すること。

・土地開発公社から用地の買い戻しを行う場合には、買い戻し金額について必ず経理用地課と協議するこ

　と。

18 備 品 購 入 費 ・原則として、使用不能または多額の修理費を要する機器の買換以外は、計上しないこと。

・計画的に購入している機器であっても、必要性および緊急性の高いものから優先順位をつけて見積もること。

・それぞれ新規または更新の別を表示し、更新の場合には購入年度を表示すること。

・１件１００万円を超える備品については【高額備品（１８０１０９）】に計上すること。

　　　　　　　　　　＜車両＞

・車両を購入する場合は、「八都県市指定低公害車」とすること。また、予算見積り時および購入時に、

　車両導入調査書（兼低公害車等導入調査票）を環境政策課に提出し、協議すること。

・車両の更新にあたっては、原則として12年かつ10万ｋｍ以上走行した車を対象とする。

19 負 担 金 補 助 ・積算にあたっては、予め補助金調書を作成するほか、決算ベースを踏まえて適切に見積もること。

及 び 交 付 金

27 公 課 費 ・本節には、自動車重量税を計上する。別表ク「自動車重量税の積算基準」により積算すること。

使用料及び賃借料

節および名称
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 区　　分 率 本人負担率

健康保険料 81.8／1000  40.9／1000

157.04／
1000

78.52／1000

160.58／
1000

80.29／1000

雇用保険料 15／1000 6／1000

介護保険料 11.9／1000 5.95／1000

児童手当拠出金 1.3／1000

標準報酬月額

180,000円

190,000円

200,000円

220,000円

240,000円

260,000円

280,000円

300,000円

320,000円

340,000円

360,000円

380,000円

410,000円

440,000円

　②　1週間の勤務時間が20時間以上　ただし、65歳に達している場合は、新規加入不可

175,000円以上185,000円未満

185,000円以上195,000円未満63,000円以上 73,000円未満

～ 63,000円未満

68,000円（※）

58,000円（※）

138,000円以上146,000円未満 142,000円

備    考

350,000円以上370,000円未満

146,000円以上155,000円未満 150,000円 370,000円以上395,000円未満

（※）報酬月額が101,000円未満の場合、厚生年金保険料及び児童手当拠出金の標準報酬月額は、98,000円となる。

算定基礎

130,000円以上138,000円未満 134,000円 330,000円以上350,000円未満

　別表ア　社会保険料等の積算基準

40歳以上65歳未満標準報酬月額

標準報酬月額

賃金額 65歳になる年度から免除

70歳以上の者は不要

75歳以上の者は加入不可

H22.9.1～H23.3.31　（7ヶ月分）

70歳以上の者は加入不可

厚生年金保険料 標準報酬月額 H22.4.1～H22.8.31　（5ヶ月分）

155,000円以上165,000円未満 160,000円 395,000円以上425,000円未満

165,000円以上175,000円未満 170,000円 425,000円以上455,000円未満

（Ⅱ）雇用保険料

　　　・同一人の雇用条件が、つぎのすべての項目を満たしているとき

　①　雇用期間が6ヶ月以上

114,000円以上122,000円未満 118,000円 290,000円以上310,000円未満

122,000円以上130,000円未満 126,000円 310,000円以上330,000円未満

101,000円以上107,000円未満 104,000円 250,000円以上270,000円未満

107,000円以上114,000円未満 110,000円 270,000円以上290,000円未満

 195,000円以上210,000円未満

93,000円以上101,000円未満 98,000円 230,000円以上250,000円未満

83,000円以上 93,000円未満 88,000円（※）  210,000円以上230,000円未満

73,000円以上 83,000円未満 78,000円（※）

報 酬 月 額

標準報酬月額

　③　1月の勤務日数が16日以上

　②　1日の勤務時間が5時間45分以上

　①　引き続く雇用期間が2月を越える

　　　・同一人の雇用条件が、つぎのすべての項目を満たしているとき

＊ 臨時職員の適用基準

標準報酬月額 報 酬 月 額

（Ⅰ）健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金
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勤務日等
22年度単価

（円）

事　務 880

保育士 平　日 1,100

（児童指導） 土・日 1,200

保育士 平　日 1,300 　　※　パートは時間単価

（延長・特例） 土曜日 1,400 　　　時間単価×雇用時間×日数で見積ること。

給食・用務・作業 平　日 900

土曜日 1,000

栄養士 1,040

学校給食・学校用務 平　日 7,500

作業（学校施設管理） 平　日 5,300

土・日 10,700

看護師 平　日 10,500

学童擁護 全　日 8,200

午前　１ｈ 1,500

午後　３ｈ 3,390

ランク 講演会等（時間単価）

Ａ １２，０００円

Ｂ １０，５００円

Ｃ 　９，０００円

Ｄ ７，５００円

Ｅ ６，０００円

ランク 懇談会・協議会（1回）

Ⅰ １０，０００円

Ⅱ １，０００円

大学准教授、短大教授、民間専門研究家、民間企業中間管理者

大学講師・助手、短大准教授、高専教授、民間企業下級管理者

対　　　象

学識経験者

関係団体代表、公募区民

　　　別表イ　賃金の積算基準

対　　　象

職         種

　　　別表ウ　講演等の積算基準　（参考）

パ
　
　
　
―

　
　
　
ト

そ
　
の
　
他

短大講師・助手、高専准教授、民間技術者

高専講師、専門学校講師、小・中・高教諭(練馬区立の小･中教諭は除く)、
民間技能者

大学教授、著名民間学者、著名ジャーナリスト、弁護士、民間企業最高管理者、
公認会計士、医師
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(単位　円)

時間（１時間） ―――― 1,320 1,040 1,300

半日（４時間） 4,000 ―――― ―――― ――――

１日（８時間） 6,500 10,500 8,320 ――――

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ付２ 区分差出し１ 区分差出し２

２５ｇまで ５０円 ５０円 ４９円

５０ｇまで ５５円 ５５円 ５４円

５０ｇまで ―――― ７５円 ７４円

１００ｇまで ―――― ８５円 ８４円

１５０ｇまで ―――― １２０円 １１９円

２５０ｇまで ―――― １４５円 １４４円

適
用
条
件
等

－
同時に1,000通
以上を差し出し
た場合に適用

同時に1,000通
以上を、差出事
業所が指定す
る区域ごとに区
分をしたうえ
で、配達事業所
に差し出した場
合に適用

同時に1,000通
以上を、差出事
業所の指示に
より、郵便物を
並べ、指定する
区域ごとに区分
したうえで、配
達事業所に差
し出した場合に
適用

5,000

　※　宿泊を伴うものについては、拘束時間にとらわれず、日数単位で積算すること。

　※　特別料金の適用を受ける際は、差出方法を郵便局へ確認のうえ、該当する料金で積算すること。

　　別表エ　事業・行事等の積算基準　（参考）

医師・歯科医師等

8,260

――――

行事指導等
（近接地外含む）

　　　　　　　　対象

単位
実技指導等

――――

　　別表オ　郵券（市内特別郵便）の積算基準

重　　量

ﾊﾞｰｺｰﾄﾞ付１

保育室保育士

　　　　　宿泊を伴う随行の医師・看護師は、それぞれ、６６，１００円／日・１７，０００円／日とすること。

――――

看護師 栄養士

8,000

定
 

形

６２円

７２円

定
 

形
 

外

――――

――――

――――

――――

１６０円

１９５円

同一の郵便区内
に お い て、同時
に 100 通以 上差
出し等、一定の
要件を満たす場
合に適用

特　別　料　金　（※）

基本料金

６５円

７５円

１００円

１１５円

同時に100通以上
を差し出した場合
に適用
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車　　　検 点検等消耗品 月 自賠責保険料

24 ２２，４７０円

37 ３１，６００円

12 １２，２５０円

13 １２，８４０円

24 １９，２９０円

25 １９，８６０円

24 １８，９８０円

25 １９，５４０円

37 ２６，２８０円

12 ６，９６０円

24 ８，７９０円

36 １０，５８０円

48 １２，３４０円

60 １４，０７０円

――――― １，５００円

　　別表キ　　施設維持補修費の積算基準　（参考）

耐火造単価／㎡ 木造単価／㎡

１７９円 １２０円

４１６円 ２０３円

６６９円 ３２３円

６８５円 ３３５円

　　　・　経過年数の基準日は、平成22年４月１日とする。

　７５，０００円 ５５，０００円

２５，０００円

６，０００円

自転車

軽自動車

　　別表カ　車両維持管理費の積算基準　（参考）

区　　　分

６５，０００円８３，０００円乗　用　車

４５，０００円

小型貨物車

21年以上

経過年数

0～５年

6～10年

11～20年

・      任意保険については、次の条件により民間保険会社から見積をとり、積算をすること。

　　　　　｢示談交渉付き、対人　賠償限度額　無制限　　対物　賠償限度額　３００万円　｣

原付二輪車 ―――――
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車　　種 車検期間 重　　量 重　量　税

（新車）3年 １３，２００円

　　　　2年 ８，８００円

（新車）3年 １．５トン以下 ５６，７００円

　　　  2年 ３７，８００円

（新車）3年 ～２．０トン ７５，６００円

2年 ５０，４００円

（新車）2年   １トン以下 　　８，８００円

　　　　1年 　　４，４００円

（新車）2年 ～２．０トン 　１７，６００円

　　　　1年 　　８，８００円

（新車）2年 ～２．５トン 　２６，４００円

　　　　1年 　１３，２００円

（新車）2年 ～３．０トン 　３７，８００円

　　　　1年 　１８，９００円

（新車）2年 ～４．０トン 　５０，４００円

　　　　1年 　２５，２００円

（新車）2年 ～５．０トン 　６３，０００円

　　　　1年 　３１，５００円

貨物車

　　※　上表は、主なもののみを記載している。

　　※　車両関係経費については、別表カを参考にすること。

　別表ク　自動車重量税の積算基準

軽四輪自動車

乗用自動車
（定員１０人以

下）
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別紙４

１

　 ○予算査定書 ２部

○平成22年度　当初予算A経費編成報告書 １部

２

１

○予算見積書 ３部

　 ○平成22年度　C経費予算要求説明資料（個表） 2部

　 ○関連資料 各2部

・国の緊急雇用創出事業(修正がある場合のみ）

※人件費については別途依頼します。

２

注 ： 作成にあたっては、別添様式記載例等を参照してください。

その他、必要に応じて説明資料を作成し、提出してください。

◎提出いただいた書類は、適宜、政策経営会議で使用します。

様  式  お  よ  び  提  出  書  類

１ ０ 月 １ ６ 日 （ 金 ）

Ａ経費

Ｂ・Ｃ経費

提出書類

提出期限

提出期限

・人件費インセンティブ予算見積資料

１ ０ 月 ２ ３ 日 （ 金 ）

提出書類

・施設改修関係事業一覧
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平成22年度　当初予算A経費編成報告書

　１　A経費予算額

（単位：千円）

　２　 A経費予算編成基本方針

　３　配分枠で創設された新規事業および充実事業

＜事業の概要等＞

＜予算額の内訳＞

＜事業の概要等＞

＜予算額の内訳＞

＜事業の概要等＞

＜予算額の内訳＞

＜事業の概要等＞

＜予算額の内訳＞

予算額（千円）

予算額（千円）

予算額（千円）

予算額（千円）

事業本部（部・室・局）名

22年度予算額 うち一般財源 配分一般財源 配分残

4

1

3

2
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＜事業の概要等＞

＜予算額の内訳＞

※A経費編成にて予算化する新規事業、充実事業を記入してください。事業名の前に（新）（充）を
　 記載してください。書ききれない場合は、枠を適宜追加してください。

　４　配分枠において「創意・工夫」により節減された事業

※見直しを行った事業のうち、主なものについて、見直した理由、見直し内容および経費節減額を
　 記入してください。書ききれない場合は、枠を適宜追加してください。

5

節減額（千円）

予算額（千円）

2

1

節減額（千円）

節減額（千円）

節減額（千円）

3

節減額（千円）

5

4
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（単位：千円）

　　　　　※　新規事業および既定事業で大幅な変更がある事業について記入してください。

　　　　　 　　ただし、「長期計画事業」「施設改修関係事業」「緊急雇用創出事業」は除く。

事　　業　　名

事業の概要

現状と課題

事業費および財源

他区等の実施状況

所 属

担 当 者

連 絡 先

平成22年度　C経費予算要求説明資料（個表）
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担当部課名 代替措置および新規充実事業経費

１　職員配置状況

部 課 担当課 現員 定数 現員 定数 現員 定数

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 －

２　代替措置（予算事業名も記入してください）

３　新規充実事業（予算事業名も記入してください）

内容、事業費および財源　

合　　　　　計

内容、事業費および財源　

定数の増減説明
当初数（人） 当初数（人）組織名 差　　引

21.4.122.4.1

●人件費インセンティブ予算見積資料　（平成22年度）

インセンティブ対象額（単位：千円）申請人員（人）

２１年度２２年度

0

2
6



施設改修関係事業一覧（除・長期計画事業）　　平成22年度C経費　　

　　※C経費要求の施設改修関係事業（長期計画事業を除く）のうち工事関係経費について記入し、緊急度や必要度等の高いものから順位をつけてください。

ある なし

例 □□□施設：床改修工事（設計・工事監理含む） ●●●費 △△△費 25,000 ○ 25

0

工事・設計等の内容

事業本部（部・室・局）名

備考見積額

計

目
特定財源 今後の大規模

改修予定年度
項

順
位

2
7



平成22年度　当初予算A経費編成報告書

　１　A経費予算額

（単位：千円）

　２　 A経費予算編成基本方針

　厳しい財政状況の中、以下の二点に重点をおき、迅速に効果の表れる事業に財源を重点的に

配分した。

　既定事業においても施設維持管理経費の削減を目指し、維持補修の基準を改め、経費の全面的な

見直しを図った。

　また屋敷林保全事業においては、新たに創設された国庫補助金を導入するため事業規模を見直し、

特定財源の確保に努めた。

　３　配分枠で創設された新規事業および充実事業

＜事業の概要等＞
みどりのボランティアを育成し、公園等の清掃等管理を委託する。

＜予算額の内訳＞
みどりのボランティア育成研修講師謝礼　1,000千円
清掃等管理委託料　　2,000千円

＜事業の概要等＞
公共施設の樹木せん定で発生した幹枝をウッドチップに加工し、公園管理用の原材料として
再利用する。

＜予算額の内訳＞
せん定樹木加工委託料　　1,000千円

＜事業の概要等＞
台風等の本格的な出水に備え、水防に関する知識を学べる講演会を地域住民を対象に開催する。

＜予算額の内訳＞
啓発用パンフレット印刷費　　1,800千円

＜事業の概要等＞
バリアフリー推進のため、公園で入口の改修を5箇所／年→10箇所／年へ充実する。

＜予算額の内訳＞
改修工事費　15,000千円　（7,500千円の増）

【記載例】

950,000 10,000

事業本部（部・室・局）名

（充）　やさしい公園作り事業 予算額（千円） 15,000

予算額（千円） 3,000（新）　みどりのボランティア育成事業

（新）　せん定樹木ウッドチップ化事業 予算額（千円） 1,000

予算額（千円）

3

2

河川部 （新）　水防普及啓発経費

公園河川事業本部

１　公共空間バリアフリー推進

配分残

1,000,000 940,000

２　緑化事業の推進

4

公園部

1,800

22年度予算額 うち一般財源 配分一般財源

公園部

1

公園部
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＜事業の概要等＞
バリアフリー推進のため、親水護岸1箇所のアプローチ改修およびベンチの増設を実施する。

＜予算額の内訳＞
改修工事費　2,500千円　（1,500千円の増）
ベンチ増設経費　500千円　（300千円の増）

※A経費編成にて予算化する新規事業、充実事業を記入してください。事業名の前に（新）（充）を
　 記載してください。書ききれない場合は、枠を適宜追加してください。

　４　配分枠において「創意・工夫」により節減された事業

公園の清掃等管理を、みどりのボランティアに委託することにより経費縮減を図る。

財政事情を考慮し、改修箇所を３箇所/年→２箇所/年へ削減する。

参加者に対する苗木・種の配布（△1,000）を取りやめ、同時に教材費相当分の
自己負担導入（△100）を図る。

東京都とこれまで以上に連携を密に図ることで、河床整正工事費等の縮減を図る。

昨年、河川監視カメラを設置したしたことで、河川への廃棄物の不法投棄が抑制され、
清掃料が縮減された。

※見直しを行った事業のうち、主なものについて、見直した理由、見直し内容および経費節減額を
　 記入してください。書ききれない場合は、枠を適宜追加してください。

3,000

5

公園部 公園維持管理事業 節減額（千円）

河川部 （充）　やさしい河川作り事業 予算額（千円）

△ 30,000

1

清掃管理委託の見直し

公園部 公園改修事業 節減額（千円） △ 25,000

節減額（千円） △ 1,100

3

緑化啓発事業の参加者への記念品の廃止

2

公園改修計画の見直し

公園部 緑化啓発教育事業

節減額（千円） △ 700

5

河川清掃料の縮減

節減額（千円） △ 400河川部

4

河川維持補修工事の見直し

河川部 河川維持管理費

河川維持管理費
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（単位：千円）

　　　　　※　新規事業および既定事業で大幅な変更がある事業について記入してください。

　　　　　 　　ただし、「長期計画事業」「施設改修事業」「緊急雇用創出事業」は除く。

事　　業　　名 豚インフルエンザ大流行による産業融資利子補給

事業（変更）の概要

　本年10月に全国各地で発生した豚インフルエンザにより、区内小売店や
飲食店等に大きな損失が生じている。
　商店街の賑わいの保持や商店の経営基盤安定のためにも、被害が沈静
化するまでの期間を限定した融資制度を新たに創設する。
　貸付は金融機関が行い、区は融資を受けられる金融機関をあっせんする
とともに、その利息の一部を負担する。
　　　限度額　　　　　　●，●●●万円
　　　融資期間　　　　　２４か月（２年）以内
　　　年利　　　　　　　　利用者負担　●．●％　　区利子補給●．●％

現状と課題
　概ね5年間の事業とするが、状況が改善しない場合は継続も視野に再検
討する必要がある。

事業費および財源

≪利子補給金≫
　　　＠12,000×320件＝3,840,000円（一般財源のみ）

他区等の実施状況 　　○△区　　○○区で実施済み

所 属 　　●●●●部　●●●●課

担 当 者 　　○△　□子

連 絡 先 　　内線　１１１１

平成22年度　C経費予算要求説明資料（個表） 記載例
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担当部課名 代替措置および新規充実事業経費

11,912

１　職員配置状況

部 課 担当課 現員 定数 現員 定数 現員 定数

●●● ●●● 20 20 24 24 △ 4 △ 4 ●●申請に係る入力作業等を外部委託

△△△ 19 19 20 20 △ 1 △ 1 □□係の事務見直し

A担当課 3 3 3 3 0 0

0 0

0 0

42 42 47 47 △ 5 △ 5 －

２　代替措置（予算事業名も記入してください）

３　新規充実事業（予算事業名も記入してください）

内容、事業費および財源　

内容、事業費および財源　

データ入力業務委託　＠130,000×3人×12月＝4,680,000円
封入作業委託　＠8×20,000件×年4回＝6,000,000
　
　　　　　　＊予算事業名：○○○○事業経費　　　　特財なし

不案内な来庁者に対して目的に副った窓口（担当係）へのスムーズな誘導や、申請書記載方法のアドバイスなど比較的簡易な問合わせへの対応を行なうフロアー
マネージャーを配し、区民の利便性を向上させる。
　　委託料　＠8,800×20日×1人×7月＝1,232,000円　　　＊予算事業名：○○○○事業経費　　特財なし

●人件費インセンティブ予算見積資料　（平成22年度）

インセンティブ対象額（単位：千円）申請人員（人）

２1年度２２年度

5 40,000●●●●課

合　　　　　計

定数の増減説明
当初数（人） 当初数（人）組織名 差　　引

20.4.121.4.1

職員削減に対する代替措置経費がある場合

に記入してください。

削減した経費を財源に新規充実して実施する

内容について記入してください。

色の付いたセルは自動計算されます 記載例

3
1



別紙５  
 
 
 
（注）［ ］内は平成１５年１月～２月に実施した操作研修で配付した「ＦＡＳＴ－ＷＥＢ予

算編成支援 操作説明書」のページです。 
 
１ システムの起動 
（１） 内部管理事務システムのポータル画面で＜財務会計＞をクリックする。 

 

ここをクリック

します。 

（２） ＜認証パスワード入力＞画面 
① 操作環境が「本番」になっていることを確認する。（「研修」になっている場合は「本

番」にチェック）［Ⅲ―１－１］ 
② ログイン ID およびパスワードを入力して、「ログイン」ボタンをクリックする。［Ⅲ

―１－１～３］ 
（３）＜財務会計メニュー＞画面 

「業務一覧」から「予算編成支援」→「予算見積業務」を押すと、予算見積業務一覧

が表示されるので、その中から、行う業務をクリックする。［Ⅲ―２－１～２］ 
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２ 歳出予算見積入力 
（１）＜財務会計メニュー＞画面の「業務一覧」から「歳出予算見積入力」をクリックする。 
 
（２）＜会計選択＞画面 
    「予算要求処理が可能な会計一覧」から、入力する経費（経費種別および会計を確認）

をクリックする。［予編Ⅰ―２－２～３］ 
 
（３）＜事業選択＞画面 
    各課で予算を持っている事業の一覧が表示されるので、入力する事業の「科目名称」

をクリックする。［予編Ⅰ―２－４］ 
 
（４）＜下位事業選択＞画面 
  （下位事業が存在しない事業の場合は（５）へ） 
  下位事業が存在する事業の場合、入力する下位事業をクリックする。［予編Ⅰ―２－５］ 
 
（５）＜事業概要＞画面 
  ① 担当者、連絡先（電話番号）、根拠法令および事業内容を入力する。［予編Ⅰ―２－６］ 
  ② 根拠法令および事業内容の欄に「平成 21 年度 事務事業評価表」の総合評価を入力

する。〔ただし、該当するＡ経費事業のみ〕 
③ 人件費インセンティブ関係事業には、「人件費インセンティブ関連」と入力する。 

 
 
   

●根拠法令や事業内容のほか、平成 20 年度および平成 21 年度の「事務事業評価表」の事務事

業名および総合評価を入力する。 

【入力例】（事務事業評価）  

市民農園事業                ←（事務事業評価の事務事業名を入力） 

〔総合評価〕20（Ａ） 21（Ａ）←（事務事業評価の評価区分を入力） 

「良好に進んでいる」は、Ａ「良好に進んでいない」は、Ｂ を入力する。

※『事務事業評価上の事業』と『予算上の事業』が異なる場合には、予算上の事業に合わ

せて、該当する事務事業評価の事務事業名と総合評価を入力する。 

●人件費インセンティブ経費については、「人件費インセンティブ関連」と入力する。 
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④ 積算を入力する節をクリックする。［予編Ⅰ―２－７］ 
（６）＜積算入力＞画面 
  ① 前々年度決算額を入力する。［予編Ⅰ―２－８］ 

② 説明欄分類名称（以下「分類名称」という）を設定する。［予編Ⅰ―２－２１～２５］ 
 

 [説明欄分類名称について] 
 財務会計システムでは、予算説明書の項目ごとに予算を千円単位に切り上げて

集計します。そのために「分類名称（＝予算説明書の項目）」を設定し、積算を

分類名称ごとに区分します。なお、分類名称は節で共通になります（例えば、一

般需用費の積算入力画面にも光熱水費や食糧費の分類名称が表示されます）。 
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（予算説明書 抜粋） 

１ 財政事務費                         4,712  
旅  費                                                     70  ⑨ 
消耗品費および図書購入費                                    355  ⑪ 
予算書および主要事業成果報告書等印刷費                     4,287  ⑪ 

 

「説明欄分類名称」は、そのまま 

予算説明書の表記になりますので 

ご注意ください！ 

 
③ 「積算基礎」欄に積算を入力する。［Ⅱ―予編Ⅰ―１－１～７］ 

「複写」ボタンをクリックすると、前年度データが新年度要求欄に複写される（全部
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の前年度データをまとめて複写する場合は「全前複写」をクリック）ので、そのデータ

を修正して、新年度の積算ができる。新規項目がある場合は「追加」をクリックすると

空白の積算基礎欄が１行追加される。また、不要な行は「削除」ボタンで削除できる。 
入力したものを計算式として計算させる場合は、「計算」チェックボックスをクリッ

クしてチェックマークを入れる。計算させない場合はチェックマークをはずす。計算さ

せる部分は半角で入力する（全角で入力すると、数字でも文字列として読み取り、計算

されない）。 
入力が終了したら、「説明欄分類」欄で、そのデータの分類名称の番号を選択し、「計

算」ボタンをクリックすると、計算チェックボックスにチェックのある積算を計算し、

分類名称ごとに集計（千円単位に切り上げ）する。続いて、「確認」→「更新」ボタン

をクリックするとデータが更新される［予編Ⅰ―２－１０～１１］。 
以下、同様に、全ての節について入力を行う。 
 

３ 歳入予算見積入力 
（１）＜財務会計メニュー＞画面の「業務一覧」から「歳入予算見積入力」をクリックする。 
 
（２）＜会計選択＞画面 
    「予算要求処理が可能な会計一覧」から、入力する経費（経費種別および会計を確認）

をクリックする。［予編Ⅰ―１－３］ 
 
（３）＜科目選択＞画面 
    各課で予算を持っている歳入科目の一覧が表示されるので、入力する科目の「科目名

称」をクリックする。［予編Ⅰ―１－４］ 
 
（４）＜概要入力＞画面 
    担当者、連絡先（電話番号）、根拠法令、交付基準等を入力して、「科目名称」をクリ

ックする。［予編Ⅰ―１－５～６］ 
 
（５）＜積算入力＞画面 
  ① 歳出と同様に積算を入力し、計算する行の「計算」チェックボックスにチェックを入

れて、「計算」ボタンをクリックすると、チェックの入った行の積算を集計する（千円

単位に切り捨て）。 

歳入は千円未満切り捨てが原則ですが、歳入と歳出が同額となるものは、歳出にあ

わせて切り上げます。その場合は１行挿入して、「調整額１，０００円」と入力し

ます。 

 
  ② 「財源区分」欄の「一般財源／特定財源」のうち、該当する方にチェックを入れて、

「確認」→「更新」ボタンをクリックし、データを更新する。（「一般財源」の場合は、

以上で入力終了。「特定財源」の場合は、引き続き、「財源充当入力」を行う）。 
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財源区分を間違えて入力してしまうと、後で修正の入力が必要となりますので、入力

の際は、ご確認をお願いします。 
システム操作としては、財源区分が一般財源であっても財源充当の入力ができてしま

うのでご注意ください。 

 

 
４ 財源充当入力（原則、歳入の入力をする場合、必須） 
（１）＜積算入力＞画面（「歳入予算見積入力」に引き続き） 
   「財源充当入力を行いますか？」のメッセージが表示されるので、「ＯＫ」をクリック

する。［予編Ⅰ―１－８］ 
 
（２）＜充当先選択＞画面 
   「歳出要求財源充当事業一覧表」から、財源充当を行う事業の事業名をクリックする。

［予編Ⅰ―１－１０］ 
 

［財源充当先の歳出事業について］ 
中・小事業のある事業への財源充当は、原則として中・小事業単位で行います。 

ただし、充当すべき中・小事業が特定できない場合などは、大事業単位で充当し

ます。 
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（３）＜充当額入力＞画面 
   「財源充当先歳出事業情報」の「本年度」欄に本年度の充当額を、「前々年度決算額」

欄に前々年度決算における充当額を入力して、「確認」をクリックする。［予編Ⅰ―１－

１１～１２］ 
① 未充当額がゼロの場合   → 「更新」をクリックして入力終了 
② 未充当額がプラスの場合（複数の事業に財源充当している場合） 
 → 「未充当額があります」が表示されるが、「ＯＫ」をクリックして「更新」をし、

未充当額がゼロになるまで財源充当作業を繰り返す。  
③ 未充当額がマイナスの場合 → 「過充当です」が表示されるので、「ＯＫ」をクリ

ックして、次の操作を行う。 
 ａ．入力間違いの場合 
    「戻る」をクリックして、正しく入力し直す。 
 ｂ．財政課と協議してある了解済みの過充当 
    「更新」をクリックして入力終了。 



節別コード一覧

節コード 節名称 細節名称 細々節名称 説　　　明
０１００００ 報酬
０２００００ 給料
０３０１００ 職員手当等 扶養手当
０３０２００ 職員手当等 地域手当
０３０３００ 職員手当等 期末手当
０３０４００ 職員手当等 勤勉手当
０３０５００ 職員手当等 管理職手当
０３０６００ 職員手当等 通勤手当
０３０７００ 職員手当等 住居手当
０３０８００ 職員手当等 初任給調整手当
０３０９００ 職員手当等 特別勤務手当
０３１０００ 職員手当等 時間外勤務手当
０３１１００ 職員手当等 休日給夜勤手当
０３１２００ 職員手当等 宿日直手当
０３１３００ 職員手当等 退職手当
０３１４００ 職員手当等 児童手当
０３１５００ 職員手当等 寒冷地手当
０３１６００ 職員手当等 育児休業手当
０３１７００ 職員手当等 単身赴任手当
０３１８００ 職員手当等 特例一時金

０４０１０１ 共済費 共済費
職員・準職員・再任用フルタイム
の共済費

０４０１０２ 共済費 共済費 地公災負担金 職員・準職員の地公災負担金

０４０１０３ 共済費 共済費 その他・社会保険料
再任用短時間・再雇用・非常勤職
員の社会保険料

０４０１０４ 共済費 共済費 臨時職員・社会保険料 臨時職員の社会保険料
０５００００ 災害補償費
０６００００ 恩給及び退職手当
０７０１０１ 賃金 賃金 準職員賃金
０７０１０２ 賃金 賃金 アルバイト賃金
０７０１０９ 賃金 賃金 普通建設 普通建設事業に係る賃金
０８０１０１ 報償費 報償費 報償費
０８０１０９ 報償費 報償費 普通建設 普通建設事業に係る報償費
０９０１０１ 旅費 普通旅費 普通旅費
０９０１０９ 旅費 普通旅費 普通建設 普通建設事業に係る普通旅費
０９０２０１ 旅費 特別旅費 特別旅費
０９０２０９ 旅費 特別旅費 普通建設 普通建設事業に係る特別旅費
１０００００ 交際費
１１０１０１ 需用費 光熱水費 光熱水費
１１０１０３ 需用費 光熱水費 維持補修費
１１０１０９ 需用費 光熱水費 普通建設 普通建設事業に係る光熱水費
１１０２０１ 需用費 食糧費 食糧費
１１０２０９ 需用費 食糧費 普通建設 普通建設事業に係る食糧費
１１０３００ 需用費 賄費
１１０４０１ 需用費 一般需用費 一般需用費 消耗品費、印刷費、図書購入費等
１１０４０２ 需用費 一般需用費 単位費用 単位費用分の維持補修費のみ

１１０４０３ 需用費 一般需用費 維持補修費
単位費用以外の維持補修費 （１
件１０万円未満）

１１０４０４ 需用費 一般需用費 扶助費 性質が扶助費の一般需用費
１１０４０９ 需用費 一般需用費 普通建設 初度調弁費
１２０１０１ 役務費 役務費 役務費

１２０１０２ 役務費 役務費 保険料
自動車保険料、傷害保険料、火災
保険料など

１２０１０３ 役務費 役務費 維持補修費
１２０１０４ 役務費 役務費 扶助費 性質が扶助費の役務費

１２０１０９ 役務費 役務費 普通建設
施設開設・大規模改修にともなう
移転料、電話架設料、ＰＣ配線設
置料など

１３０１０１ 委託料 委託料 委託料
１３０１０２ 委託料 委託料 補助金的性格の委託
１３０１０３ 委託料 委託料 維持補修費
１３０１０４ 委託料 委託料 扶助費 性質が扶助費の委託料
１３０１０９ 委託料 委託料 普通建設 設計委託料、工事監理委託料など
１４０１０１ 使用料及び賃借料 使用料及び賃借料 使用料及び賃借料
１４０１０３ 使用料及び賃借料 使用料及び賃借料 維持補修費
１４０１０４ 使用料及び賃借料 使用料及び賃借料 扶助費

１４０１０９ 使用料及び賃借料 使用料及び賃借料 普通建設
普通建設事業にかかる使用料及び
賃借料
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節別コード一覧

節コード 節名称 細節名称 細々節名称 説　　　明
１５０１０１ 工事請負費 工事請負費 その他工事請負費 他に属さない工事請負費
１５０１０２ 工事請負費 工事請負費 単位費用 単位費用分の維持補修費のみ

１５０１０３ 工事請負費 工事請負費 維持補修費
単位費用以外で１０００万円未満
の維持補修費

１５０１０９ 工事請負費 工事請負費 普通建設 １０００万円以上の工事請負費
１６０１０１ 原材料費 原材料費 原材料費
１６０１０２ 原材料費 原材料費 維持補修費
１７００００ 公有財産購入費
１８０１０１ 備品購入費 備品購入費 備品購入費
１８０１０３ 備品購入費 備品購入費 維持補修費

１８０１０９ 備品購入費 備品購入費 高額備品購入費
初度調弁費、１００万円以上の備
品購入費、国庫補助対象の備品購
入費（金額は問わない）

１９０１０１ 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金
１９０１０２ 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金 人件費

１９０１０９ 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金 普通建設
普通建設事業にかかる負担金、補
助金、交付金

２０００００ 扶助費
２１０１０１ 貸付金 貸付金 貸付金
２１０１０２ 貸付金 貸付金 普通建設 普通建設事業にかかる貸付金
２２０１０１ 補償補填及び賠償金 補償補填及び賠償金 補償補填及び賠償金

２２０１０９ 補償補填及び賠償金 補償補填及び賠償金 普通建設
普通建設事業にかかる補償補填及
び賠償金

２３０１０１ 償還金利子及び割引料 償還金利子及び割引料 償還金利子及び割引料
２３０１０２ 償還金利子及び割引料 償還金利子及び割引料 特別区債償還金・一借利子
２４００００ 投資及び出資金
２５００００ 積立金
２６００００ 寄付金
２７０１０１ 公課費 公課費 公課費
２７０１０９ 公課費 公課費 普通建設 普通建設事業にかかる公課費
２８００００ 繰出金
５０００００ 予備費
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